
- 33 - 

 

病 院 事 業 会 計 

１ 業務実績 

当年度の業務実績は、次のとおりである。 

（１）病床数 

   本院の病床数は５４９床で、前年度と同数となっている。 

 

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率（％）

（床） 549 549 0 －

（床） 401 401 0 －

（床） 120 120 0 －

（床） 24 24 0 －

（床） 4 4 0 －

病 床 数

区　　　分

一 般 病 床

精 神 病 床

結 核 病 床

感 染 症 病 床
 

（２）年間患者数 

年間患者数は３７万７，１９３人で、前年度と比較すると５，５１６人、１．４％の減少と

なっている。 

本院の入院患者は１４万６，８９４人で、前年度と比較すると３，８２９人、２．５％の減

少、外来患者は２２万４，６１２人で、前年度と比較すると１，７９３人、０．８％の減少と

なっている。 

みなと診療所の患者数は５，６８７人で、前年度と比較すると１０６人、１．９％の増加と

なっている。 

病床利用率は７３．３％で、前年度と比較すると１．９ポイント低下している。 
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（３）主要な建設改良事業 

   当年度の建設改良事業の主な内訳は、熱源及び熱源用煙突の更新工事並びに放射線治療装置

等の器械備品取得となっている。 
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２ 予算執行状況 

  当年度の予算執行状況は、次のとおりである。 

（１）収益的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

10,539,550,00010,114,598,410 0△ 424,951,590 96.0

9,601,366,000 9,156,505,932 0△ 444,860,068 95.4

937,684,000 957,628,730 0 19,944,730 102.1

500,000 463,748 0 △ 36,252 92.7

12,847,663,00012,289,721,992 0 557,941,008 95.7

10,239,130,000 9,736,614,551 0 502,515,449 95.1

507,102,000 472,483,725 0 34,618,275 93.2

2,100,431,000 2,080,623,716 0 19,807,284 99.1

1,000,000 0 0 1,000,000 0.0

△ 2,308,113,000△ 2,175,123,582 － － －収　  支　  差　  引

病 院 事 業 収 益

特 別 利 益

医 業 費 用

医 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

科　　　目

病 院 事 業 費 用

医 業 収 益

医 業 外 収 益

 

病院事業収益の決算額は１０１億１，４５９万円で、予算現額１０５億３，９５５万円に対し

て９６．０％の執行率となっている。 

病院事業費用の決算額は１２２億８，９７２万円で、予算現額１２８億４，７６６万円に対し

て９５．７％の執行率となっている。 

（２）資本的収支 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 翌年度繰越額 増減又は不用額 執行率

1,193,755,000 1,132,810,000 0 △ 60,945,000 94.9

565,100,000 507,000,000 0 △ 58,100,000 89.7

0 2,592,000 0 2,592,000 －

628,655,000 619,718,000 0 △ 8,937,000 98.6

0 3,500,000 0 3,500,000 －

1,673,599,000 1,586,619,513 0 86,979,487 94.8

608,267,000 534,887,712 0 73,379,288 87.9

1,009,232,000 1,009,231,801 0 199 100.0

56,100,000 42,500,000 0 13,600,000 75.8

△ 479,844,000△ 453,809,513 － － －

投 資

補 助 金

企 業 債

資 本 的 収 入

負 担 金

資 本 的 支 出

収　  支　  差　  引

科　　　目

償 還 金

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

 

資本的収入の決算額は１１億３，２８１万円で、予算現額１１億９，３７５万円に対して   

９４．９％の執行率となっている。 

資本的支出の決算額は１５億８，６６１万円で、予算現額１６億７，３５９万円に対して   

９４．８％の執行率となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４億５，３８０万円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額９７万円、過年度分損益勘定留保資金２億２，０７９万円、当年度

分損益勘定留保資金２億３，２０４万円で補填されている。 
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（３）その他の予算事項 

ア 企業債 

    企業債の発行は５億７００万円で、予算第５条に定める起債限度額５億６，５１０万円の

範囲内の執行となっている。また、起債の目的、方法、利率及び償還の方法は、予算に定め

るところにより執行されている。 

イ 一時借入金 

    当年度中における一時借入金の最高額は９億９，０００万円で、予算第６条に定める一時

借入金限度額３３億円の範囲内の借入となっている。 

ウ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 

    予算第８条に定める議会の議決を経なければ流用することのできない経費である職員給

与費及び交際費についてはその範囲内の執行となっている。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 不 用 額 執行率

7,301,738,000 7,237,641,076 64,096,924 99.1

500,000 418,142 81,858 83.6交 際 費

職 員 給 与 費

区　　　分

 

エ 他会計からの補助金 

  予算第９条に定める予算額３億９，５２５万円に対し、決算額は３億７，６４３万円とな

っている。 

    なお、負担金を含めた一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

 

（単位：円、％）

予算現額 決 算 額 増 　 減 執行率

1,037,528,000 1,046,465,000 8,937,000 100.9

263,830,000 266,126,000 2,296,000 100.9

負 担 金 263,830,000 266,126,000 2,296,000 100.9

773,698,000 780,339,000 6,641,000 100.9

負 担 金 378,441,000 403,901,000 25,460,000 106.7

補 助 金 395,257,000 376,438,000 △ 18,819,000 95.2

628,655,000 619,718,000 △ 8,937,000 98.6

628,655,000 619,718,000 △ 8,937,000 98.6

1,666,183,000 1,666,183,000 0 100.0

1,270,926,000 1,289,745,000 18,819,000 101.5

395,257,000 376,438,000 △ 18,819,000 95.2

区　　　分

医 業 外 収 益

負 担 金

補 助 金

負 担 金

合　　　計

収 益 的 収 入

医 業 収 益

資 本 的 収 入

 

オ たな卸資産購入限度額 

    たな卸資産の購入額は２２億１，１８８万円で、予算第１０条に定めるたな卸資産購入限

度額２５億５，２４９万円の範囲内の執行となっている。 
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３ 経営成績 

  当年度の経営成績を前年度と比較すると、次のとおりである。 

（１）損 益 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

9,143,658,183 9,122,837,547 20,820,636 0.2

入 院 収 益 6,537,974,391 6,495,569,737 42,404,654 0.7

外 来 収 益 2,182,391,859 2,210,947,097 △ 28,555,238 △ 1.3

他 会 計 負 担 金 266,126,000 269,583,000 △ 3,457,000 △ 1.3

そ の 他 医 業 収 益 157,165,933 146,737,713 10,428,220 7.1

9,615,592,737 9,918,718,391 △ 303,125,654 △ 3.1

給 与 費 5,212,887,658 5,219,972,220 △ 7,084,562 △ 0.1

材 料 費 2,059,741,967 2,131,256,690 △ 71,514,723 △ 3.4

経 費 1,622,667,048 1,614,338,544 8,328,504 0.5

減 価 償 却 費 655,172,122 859,884,033 △ 204,711,911 △ 23.8

資 産 減 耗 費 30,757,613 51,280,908 △ 20,523,295 △ 40.0

研 究 研 修 費 34,366,329 41,985,996 △ 7,619,667 △ 18.1

△ 471,934,554 △ 795,880,844 323,946,290 40.7

952,879,232 903,806,685 49,072,547 5.4

受 取 利 息 42,366 59,163 △ 16,797 △ 28.4

道 補 助 金 17,392,000 7,367,000 10,025,000 136.1

他 会 計 負 担 金 403,901,000 410,756,000 △ 6,855,000 △ 1.7

他 会 計 補 助 金 376,438,000 358,388,000 18,050,000 5.0

長 期 前 受 金 戻 入 37,778,078 0 37,778,078 －

そ の 他 医 業 外 収 益 117,327,788 127,236,522 △ 9,908,734 △ 7.8

580,905,171 484,567,731 96,337,440 19.9

支 払 利 息 264,330,172 282,850,799 △ 18,520,627 △ 6.5

雑 支 出 316,574,999 201,716,932 114,858,067 56.9

△ 99,960,493 △ 376,641,890 276,681,397 73.5

461,696 456,511 5,185 1.1

過 年 度 損 益 修 正 益 461,696 456,511 5,185 1.1

2,080,623,029 27,288,946 2,053,334,083 7,524.4

減 損 損 失 30,962,343 0 30,962,343 －

長期貸付金償還免除額 3,000,000 600,000 2,400,000 400.0

過 年 度 損 益 修 正 損 9,628,119 26,688,946 △ 17,060,827 △ 63.9

そ の 他 特 別 損 失 2,037,032,567 0 2,037,032,567 －

△ 2,180,121,826 △ 403,474,325 △ 1,776,647,501 △ 440.3

12,176,243,892 11,772,769,567 403,474,325 3.4

27,359,510 0 27,359,510 －

14,329,006,208 12,176,243,892 2,152,762,316 17.7当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 損 失

当年度純利益（△損失）

前 年 度 繰 越 欠 損 金

医 業 費 用

医 業 利 益 （ △ 損 失 ）

医 業 外 費 用

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

その他未処分利益剰余金変動額

科　　　目

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益
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  ア 医業収益 

医業収益は９１億４，３６５万円で、前年度と比較すると２，０８２万円、０．２％の増

加となっている。 

    このうち入院収益は６５億３，７９７万円で、前年度と比較すると４，２４０万円、   

０．７％の増加となっている。これは、年間入院患者数は減少しているものの、患者１人当

たりの診療単価の上昇により増加したことによるものである。 

また、外来収益は２１億８，２３９万円で、前年度と比較すると２，８５５万円、１．３％

の減少となっている。これは、年間外来患者数が減少したことによるものである。 

  イ 医業費用・医業損益 

医業費用は９６億１，５５９万円で、前年度と比較すると３億３１２万円、３．１％の減

少となっている。 

これは主として、減価償却費及び材料費が減少したことによるものである。 

医業収益から医業費用を差し引いた医業損失は４億７，１９３万円で、前年度と比較する

と損失額は３億２，３９４万円、４０．７％の減少となっている。 

  ウ 医業外収益・医業外費用・経常損益 

医業外収益は９億５，２８７万円で、前年度と比較すると４，９０７万円、５．４％の増

加となっている。 

これは主として、他会計負担金が減少したものの、新公営企業会計基準の適用に伴い長期

前受金戻入が生じたこと、及び他会計補助金が増加したことによるものである。 

医業外費用は５億８，０９０万円で、前年度と比較すると９，６３３万円、１９．９％の

増加となっている。 

これは、支払利息が減少したものの、雑支出が増加したことによるものである。 

医業損失に医業外収益及び医業外費用を加減した経常損失は９，９９６万円で、前年度と

比較すると損失額は２億７，６６８万円、７３．５％の減少となっている。 

  エ 特別利益・特別損失・当年度純損益 

特別利益は４６万円で、前年度と比較すると１．１％の増加となっている。 

特別損失は２０億８，０６２万円で、前年度と比較すると２０億５，３３３万円、       

７，５２４．４％の増加となっている。 

これは主として、新公営企業会計基準の適用に伴い退職給付引当金などの引当金の計上が

義務化されたことにより、その他特別損失が生じたことによるものである。 

経常損失に特別利益及び特別損失を加減した当年度純損失は２１億８，０１２万円となり、

前年度繰越欠損金に当該純損失及びその他未処分利益剰余金変動額２，７３５万円を加減し

た当年度未処理欠損金は１４３億２，９００万円となっている。 
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なお、総収益、総費用及び当年度未処理欠損金の最近５事業年度の推移は、次のとおりで

ある。 

 

10,132,599 9,998,984 10,122,376 10,027,101 10,096,999

10,184,475 10,179,350 10,515,455 10,430,575 12,277,121

△11,199,324 △11,379,690 △11,772,770 △12,176,244

△14,329,006

△20,000,000

△15,000,000

△10,000,000

△5,000,000

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（千円）
総収益、総費用等の推移

総収益 総費用 当年度未処理欠損金

 

（２）経営成績の分析 

  ア 経営分析比率 

収益性等について、経営分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
増　減
（２６－２５）

97.7 96.2 92.7 92.0 95.1 3.1

99.6 98.5 96.5 96.4 99.0 2.6

99.5 98.2 96.3 96.1 82.2 △ 13.9

経 常 収 支 比 率

総 収 支 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。

区　　　分

営 業 収 支 比 率

 
 （注）１ 営業収支比率（営業収益／営業費用×１００）は、企業本来の営業活動によってもたらされた収益とそれに

要した費用との対比を表すもので、これによって営業活動の成否が判断され、１２０％以上であることが望ま

しい。 

 （注）２ 経常収支比率（経常収益／経常費用×１００）は、経常的活動による経常費用が経常収益によりどの程度賄

われているかを表すものであり、１００％未満であれば経常損失が発生していることを示す。 

 （注）３ 総収支比率（総収益／総費用×１００）は、収益と費用の相対的な関連を示すものであり、高いほど良好と

されている。 

 

   営業収支比率は損失が発生していることから９５．１％となっているが、前年度と比較する

と３．１ポイントの上昇となっている。 

経常収支比率は損失が発生していることから９９．０％となっているが、前年度と比較する

と２．６ポイントの上昇となっている。 

また、総収支比率は損失が発生していることから８２．２％となっており、前年度と比較す

ると１３．９ポイントの低下となっている。 
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４ 財政状態 

当年度の財政状態を前年度と比較すると、次のとおりである。 

なお、平成２５年度の数値については、平成２６年度からの新公営企業会計基準の適用に伴う

移行後の数値を使用している。移行の内容は４６ページの（参考）のとおりである。 

（１）資 産 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

9,556,207,414 9,739,959,999 △ 183,752,585 △ 1.9

9,420,662,970 9,640,415,555 △ 219,752,585 △ 2.3

土 地 1,179,368,896 1,208,133,781 △ 28,764,885 △ 2.4

建 物 6,355,197,050 6,436,272,434 △ 81,075,384 △ 1.3

構 築 物 284,290,476 291,978,746 △ 7,688,270 △ 2.6

器 械 備 品 1,601,677,069 1,700,721,115 △ 99,044,046 △ 5.8

車 両 運 搬 具 129,479 129,479 0 0.0

建 設 仮 勘 定 0 3,180,000 △ 3,180,000 △ 100.0

2,894,444 2,894,444 0 0.0

電 話 加 入 権 2,894,444 2,894,444 0 0.0

132,650,000 96,650,000 36,000,000 37.2

長 期 貸 付 金 132,650,000 96,650,000 36,000,000 37.2

1,739,105,866 1,784,102,964 △ 44,997,098 △ 2.5

128,464,491 89,998,152 38,466,339 42.7

1,558,739,628 1,638,143,588 △ 79,403,960 △ 4.8

未 収 金 1,579,503,204 1,654,212,736 △ 74,709,532 △ 4.5

貸 倒 引 当 金 △ 20,763,576 △ 16,069,148 △ 4,694,428 △ 29.2

51,901,747 55,961,224 △ 4,059,477 △ 7.3

11,295,313,280 11,524,062,963 △ 228,749,683 △ 2.0

未 収 金

資 産 合 計

流 動 資 産

科　　　目

固 定 資 産

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

 

  資産合計は１１２億９，５３１万円で、前年度と比較すると２億２，８７４万円、２．０％の

減少となっている。 

 ア 固定資産 

固定資産は９５億５，６２０万円で、前年度と比較すると１億８，３７５万円、１．９％の

減少となっている。 

これは主として、長期貸付金が増加したものの、器械備品及び建物の減価償却に伴う資産減

によるものである。 

 イ 流動資産 

流動資産は１７億３，９１０万円で、前年度と比較すると４，４９９万円、２．５％の減少

となっている。 

これは主として、現金預金が増加したものの、未収金が減少したことによるものである。 

   なお、未収金の内訳及び最近５事業年度の過年度未収金とその収入率の推移は、次のとおり

である。 
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（単位：円、％）

調定額 収入額 不納欠損額 未収入額 収入率

11,248,515,153 9,769,079,665 166,432 1,479,269,056 86.8

医 業 未 収 金 9,156,505,932 7,697,985,026 103,852 1,458,417,054 84.1

医 業 外 未 収 金 957,628,730 940,537,148 0 17,091,582 98.2

そ の 他 未 収 金 1,134,380,491 1,130,557,491 62,580 3,760,420 99.7

1,644,689,753 1,532,498,815 11,956,790 100,234,148 93.9

医 業 未 収 金 1,578,089,430 1,468,337,307 11,740,607 98,011,516 93.7

医 業 外 未 収 金 16,829,691 16,699,100 0 130,591 99.2

そ の 他 未 収 金 49,770,632 47,462,408 216,183 2,092,041 95.8

12,893,204,90611,301,578,480 12,123,222 1,579,503,204 87.7合　　計

現 年 度 未 収 金

過 年 度 未 収 金

科　　　目

 

 

（単位：円、％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

147,934,417 155,684,540 138,811,971 115,966,520 100,234,148

90.5 90.7 91.2 93.1 93.9

区　　　分

過 年 度 未 収 金

収 入 率
 

（２）負債及び資本 

 

（単位：円、％）

２６年度 ２５年度 増　　減 増減率

10,842,523,083 11,379,037,102 △ 536,514,019 △ 4.7

9,082,784,029 9,609,278,031 △ 526,494,002 △ 5.5

1,759,739,054 1,769,759,071 △ 10,020,017 △ 0.6

退 職 給 付 引 当 金 1,759,739,054 1,769,759,071 △ 10,020,017 △ 0.6

2,650,176,048 2,783,854,375 △ 133,678,327 △ 4.8

780,000,000 750,000,000 30,000,000 4.0

1,033,494,002 1,009,231,801 24,262,201 2.4

528,230,689 727,867,071 △ 199,636,382 △ 27.4

32,161 32,074 87 0.3

45,816,432 45,519,081 297,351 0.7

262,602,764 251,204,348 11,398,416 4.5

賞 与 引 当 金 221,779,167 214,440,347 7,338,820 3.4

法定福利費引当金 40,823,597 36,764,001 4,059,596 11.0

371,227,693 406,413,771 △ 35,186,078 △ 8.7

693,952,000 701,660,000 △ 7,708,000 △ 1.1

△ 322,724,307 △ 295,246,229 △ 27,478,078 △ 9.3

13,863,926,824 14,569,305,248 △ 705,378,424 △ 4.8

11,760,392,664 11,140,674,664 619,718,000 5.6

△ 14,329,006,208△ 14,185,916,949 △ 143,089,259 △ 1.0

14,329,006,208 14,185,916,949 143,089,259 1.0

当年度未処理欠損金 14,329,006,208 14,185,916,949 143,089,259 1.0

△ 2,568,613,544 △ 3,045,242,285 476,628,741 15.7

11,295,313,280 11,524,062,963 △ 228,749,683 △ 2.0

未 払 費 用

科　　　目

未 払 金

流 動 負 債

欠 損 金

資 本 金

負 債 合 計

固 定 負 債

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

引 当 金

預 り 金

資 本 合 計

企 業 債

負 債 資 本 合 計

企 業 債

一 時 借 入 金

引 当 金

繰 延 収 益

剰 余 金
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 ア 負 債 

負債合計は１３８億６，３９２万円で、前年度と比較すると７億５３７万円、４．８％の減

少となっている。 

（ア）固定負債 

固定負債は１０８億４，２５２万円で、前年度と比較すると５億３，６５１万円、４．７％

の減少となっている。 

これは、１年を超えて償還される企業債及び退職給付引当金が減少したことによるもので

ある。 

（イ）流動負債 

流動負債は２６億５，０１７万円で、前年度と比較すると１億３，３６７万円、４．８％

の減少となっている。 

これは主として、一時借入金及び１年以内に償還される企業債が増加したものの、未払金

が減少したことによるものである。 

なお、企業債未償還残高は１０１億１，６２７万円で、前年度と比較すると５億２２３万

円の減少となっている。 

481,000

1,215,500

241,000

393,300
507,000

585,355 653,256
728,244

982,131 1,009,232

11,132,341
11,694,585

11,207,341
10,618,510

10,116,278

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

(千円)(千円)

企業債の推移

当年度借入高 当年度償還高 当年度末残高

(借入高・

償還高)
(残高)(借入高・

償還高)
(残高)

 

 （ウ）繰延収益 

    繰延収益は３億７，１２２万円で、前年度と比較すると３，５１８万円、８．７％の減少

となっている。 

    これは主として、有形固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が減少したことによるもの

である。 
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 イ 資 本 

資本合計は△２５億６，８６１万円で、前年度と比較すると４億７，６６２万円、１５．７％

の増加となっている。 

（ア）資本金 

資本金は１１７億６，０３９万円で、前年度と比較すると６億１，９７１万円、５．６％

の増加となっている。 

これは、一般会計からの繰入れによるものである。 

（イ）剰余金 

    剰余金は△１４３億２，９００万円で、前年度と比較すると１億４，３０８万円、１．０％

の減少となっている。 

    これは、当年度純損失が生じたことにより、当年度未処理欠損金が増加したことによるも

のである。 

（３）財政状態の分析 

   経営の健全性等について、財務分析比率の推移をみると、次のとおりである。 

 

（単位：％）

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度
増　減
（２６－２５）

△ 8.8 △ 6.3 △ 5.0 △ 26.4 △ 22.7 3.7

102.6 100.0 98.1 116.9 115.5 △ 1.4

87.9 100.1 111.4 64.1 65.6 1.5

固定長期適合率

流 動 比 率

※ 増減は、比率の増減を表す。

区　　　分

自己資本構成比率

 
 （注）１ 自己資本構成比率（自己資本／総資本×１００）は、総資本（資本＋負債）のうち自己資本（自己資本金＋

剰余金）が占める割合を表し、この比率が高いほど経営の安全性は大きいものといえる（平成２５年度におけ

る新公営企業会計基準の適用に伴う移行前の数値による病院事業会計の全国平均は３８．６％）。 

 （注）２ 固定長期適合率（固定資産／（自己資本＋固定負債）×１００）は、長期資本に対する固定資産の割合を示

し、１００％以下であることが望ましいとされている。 

 （注）３ 流動比率（流動資産／流動負債×１００）は、流動負債に対する支払能力及び運転資金の状態を示し、理想

比率は２００％以上である。 

 

   自己資本構成比率は△２２．７％で、欠損金が資本金を上回っていることからマイナスで推

移しているものの、前年度と比較すると固定負債が減少したことにより３．７ポイントの上昇

となっている。 

固定長期適合率は１１５．５％となり、前年度と比較すると固定資産が減少したことにより

１．４ポイントの低下となっている。 

また、流動比率は６５．６％となり、前年度と比較すると流動負債が減少したことにより  

１．５ポイントの上昇となっている。 
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５ キャッシュ･フローの状況 

  当年度のキャッシュ・フローの状況を前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

（単位：円）

２６年度 ２５年度 増　　減

当期純利益（△は純損失） △ 2,180,121,826 △ 403,474,325△ 1,776,647,501

減価償却費 655,172,122 859,884,033 △ 204,711,911

減損損失 30,962,343 0 30,962,343

長期貸付金償還免除額 3,000,000 600,000 2,400,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,759,739,054 0 1,759,739,054

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,763,576 0 20,763,576

賞与引当金の増減額（△は減少） 221,779,167 0 221,779,167

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 40,823,597 0 40,823,597

長期前受金戻入額 △ 37,778,078 0 △ 37,778,078

受取利息 △ 42,366 △ 59,163 16,797

支払利息 264,330,172 282,850,799 △ 18,520,627

固定資産除却損 28,884,520 49,180,547 △ 20,296,027

未収金の増減額（△は増加） 74,709,532 64,431,731 10,277,801

未払金の増減額（△は減少） △ 199,636,382 134,014,038 △ 333,650,420

未払費用の増減額（△は減少） 87 △ 14,858 14,945

預り金の増減額（△は減少） 297,351 2,068,428 △ 1,771,077

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,059,477 11,370,642 △ 7,311,165

686,942,346 1,000,851,872 △ 313,909,526

利息の受取額 42,366 59,163 △ 16,797

利息の支払額 △ 264,330,172 △ 282,850,799 18,520,627

422,654,540 718,060,236 △ 295,405,696

有形固定資産の取得による支出 △ 495,266,400 △ 478,411,448 △ 16,854,952

道補助金による収入 2,592,000 74,646,000 △ 72,054,000

長期貸付金の償還による収入 3,500,000 2,850,000 650,000

長期貸付金の貸付による支出 △ 42,500,000 △ 47,300,000 4,800,000

△ 531,674,400 △ 448,215,448 △ 83,458,952

一時借入による収入 4,930,000,000 4,104,049,000 825,951,000

一時借入金の返済による支出 △ 4,900,000,000△ 4,474,049,000 △ 425,951,000

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 507,000,000 393,300,000 113,700,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,009,231,801 △ 982,131,223 △ 27,100,578

一般会計からの繰入による収入 619,718,000 607,796,000 11,922,000

147,486,199 △ 351,035,223 498,521,422

38,466,339 △ 81,190,435 119,656,774

89,998,152 171,188,587 △ 81,190,435

128,464,491 89,998,152 38,466,339

業務活動によるキャッシュ・フロー

区　　　分

資金期末残高

合　　　計

小　　　計

合　　　計

合　　　計

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
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キャッシュ・フローの状況をみると、当年度における資金は、業務活動で得た４億２，２６５

万円及び財務活動で得た１億４，７４８万円を、投資活動に５億３，１６７万円充てた結果、  

３，８４６万円増加したため、期末残高は１億２，８４６万円となっている。 

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー（企業における通常の営業活動に係る資金の状態を表

す。） 

業務活動によるキャッシュ・フローは、当年度純損失２１億８，０１２万円を計上し、減

価償却費が６億５，５１７万円、退職給付引当金の増加が１７億５，９７３万円あったこと

などにより４億２，２６５万円の資金を得た。 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー（将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表す。） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が４億９，５２６

万円あったことなどにより５億３，１６７万円の資金を使用した。 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー（資金の調達及び返済に係る状況を表す。） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、企業債の償還による支出が１０億９２３万円あっ

たものの、企業債による収入が５億７００万円、一般会計からの繰入による収入が６億  

１，９７１万円あったことなどにより１億４，７４８万円の資金を得た。 
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６ 意見 

病院事業会計の平成２６年度決算においては、当年度純損失が２１億８，０１２万円となって

おり、前年度繰越欠損金に当該純損失及びその他未処分利益剰余金変動額を加減した当年度未処

理欠損金は前年度から１７．７％増加した１４３億２，９００万円となっている。 
また、財政状態では、流動比率は前年度同様に低い水準で推移し、自己資本構成比率もマイナ

スで推移している中、新公営企業会計基準の適用に伴い負債が増加した側面もあるが、ここ数年

は改善傾向にある。 
建設改良事業としては、放射線治療装置を更新したほか、熱源、煙突等の更新を行い、燃焼効

率の高いボイラーに交換することで燃料コストの削減を図るなど、施設の効率的な運営にも取り

組んでいる。 
また、高度治療室（ＨＣＵ）の施設基準を新たに取得するなど収益確保の取組を進めるととも

に、診療材料等一元管理（ＳＰＤ）による不良・不動在庫発生の抑制に引き続き努めるなど費用

削減の取組も行い、経営改善に努めている。 
市立病院においては、西胆振地域における公的医療を中心的に担う中核的医療機関として、救

急、精神、感染症等の不採算分野での医療を提供する役割が求められている一方、公営企業とし

ての安定的な経営を図る必要があるが、建物、設備等の改修・更新の時期を迎えているほか、医

師不足に伴う診療体制への課題等経営環境はこれからも厳しさを増すことが予想される。 
今後とも、少子高齢化の進行、医療技術の進展等の社会情勢の変化や医療制度改革などを的確

に把握し、平成２５年９月に策定した「市立室蘭総合病院新経営改革プラン」の基本目標の達成

に向けて、積極的な経営改善に取り組み、安定した財政基盤の確立に努めるよう望むものである。 
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（参考）新公営企業会計基準の適用に伴う移行貸借対照表 

 

（単位：円）

２５年度決算 増 減 移行後
10,007,846,718 267,886,719 9,739,959,999
9,908,302,274 267,886,719 9,640,415,555

土 地 1,208,133,781 1,208,133,781
建 物 6,687,484,348 251,211,914 6,436,272,434
構 築 物 291,978,746 291,978,746
器 械 備 品 1,717,395,920 16,674,805 1,700,721,115
車 両 運 搬 具 129,479 129,479
建 設 仮 勘 定 3,180,000 3,180,000

2,894,444 2,894,444
電 話 加 入 権 2,894,444 2,894,444

96,650,000 96,650,000
長 期 貸 付 金 96,650,000 96,650,000

1,800,172,112 16,069,148 1,784,102,964
89,998,152 89,998,152

1,654,212,736 16,069,148 1,638,143,588
未 収 金 1,654,212,736 1,654,212,736
貸 倒 引 当 金 16,069,148 △ 16,069,148

55,961,224 55,961,224
11,808,018,830 283,955,867 11,524,062,963

11,379,037,102 11,379,037,102
9,609,278,031 9,609,278,031
1,769,759,071 1,769,759,071

退 職 給 付 引 当 金 1,769,759,071 1,769,759,071
1,523,418,226 1,260,436,149 2,783,854,375
750,000,000 750,000,000

1,009,231,801 1,009,231,801
727,867,071 727,867,071

32,074 32,074
45,519,081 45,519,081

251,204,348 251,204,348
賞 与 引 当 金 214,440,347 214,440,347
法 定 福 利 費 引 当 金 36,764,001 36,764,001

701,660,000 295,246,229 406,413,771
701,660,000 701,660,000

295,246,229 △ 295,246,229
1,523,418,226 13,341,133,251 295,246,229 14,569,305,248
21,759,184,496 10,618,509,832 11,140,674,664
11,140,674,664 11,140,674,664
10,618,509,832 10,618,509,832 0

企 業 債 10,618,509,832 10,618,509,832 0
△ 11,474,583,892 27,359,510 2,738,692,567△ 14,185,916,949

701,660,000 701,660,000 0
国 庫 補 助 金 389,503,000 389,503,000 0
道 補 助 金 312,157,000 312,157,000 0

12,176,243,892 27,359,510 2,037,032,567 14,185,916,949
当年度未処理欠損金 12,176,243,892 27,359,510 2,037,032,567 14,185,916,949

10,284,600,604 27,359,510 13,357,202,399△ 3,045,242,285
11,808,018,830 13,368,492,761 13,652,448,628 11,524,062,963

※移行による財政分析比率の変動
△ 2.8 △ 26.4
97.3 116.9
118.2 64.1

自 己 資 本 構 成 比 率
固 定 長 期 適 合 率
流 動 比 率

⇒

科　　　目
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

預 り 金

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産
現 金 預 金

貯 蔵 品

引 当 金

負 債 合 計

未 収 金

固 定 負 債

引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

資 産 合 計

企 業 債

資 本 金
自 己 資 本 金
借 入 資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

欠 損 金

未 払 費 用

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

企 業 債

一 時 借 入 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

 

○「借入資本金」に計上していた「企業債」のうち、１年を超えて償還するものは「固定負債」に、１年以内に償還する

ものは「流動負債」に移行 

○「退職給付引当金」を「固定負債」として計上し、その他の「引当金（賞与引当金、貸倒引当金等）」についても一定の

要件に該当するものを「流動負債」（貸倒引当金は「流動資産」の減額）に計上 

○「資本剰余金」に計上していた償却資産の取得等のための補助金等を「長期前受金」に移行し、当該補助金等相当額に

係る減価償却見合い分については「収益化累計額」に減額で計上 


